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現下， 日本の地域経済， とりわけ地方地域の疲弊ぶりは著しい。本稿は，地方地域経済を活
性化する上で，金融のシステムがどのような貢献を果たし得るか，その役割を考察するととも
に，効果的な貢献をなし得るためにはどのような仕組みや金融の手法が望まれているかを考究
しようとするものである。
地域経済が孤立して自足的に成り立つ時代ならばともかく，今の経済は，地域の経済活動を
相互に密接に統合した一つのシステム，すなわち有機的統合体として機能している。国民経済
自体も一つの地域経済として，世界経済の中に密接不可分の関係で有機的に統合されている 3
地域経済の疲弊は，それ故，それが不可分の一部を構成する経済全体にとっても足枷となり得
る。そこで，この疲弊した地域経済をいかに活性化するかということが重要になる。もっと
も，この点については，二つのアプローチないし考え方があり得よう。一つは，国民経済全休
のパフォーマンス向上が地域にも追って及ぶであろうという，いわばスピルオーバー効果を期
＊本稿は， 2007年度関西大学国内研修 (2007.4.1-9.30) と2007年度関西大学重点領域研究助成による研究成
果の一部である。
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待するものであり，他は地域のパフォーマンス向上が集合体としての全体を活気づかせ，それ
が地域の一層の活性化につながるという，いわばビルドアップ効果を期待する考えである。国
民経済のマクロ的観点からは，前者の考えに沿って，資源を特定地域に選択的に集中させたり
戦略的に傾斜配分させることが優先されるべきだとの考えになろう。しかし，各地域において
は，全体ないし中心からの波及効果を期待して待つほどの時間的余裕がもはや無いという切迫
した状況にさえなりつつある。かくして，バランスを図りつつも，両アプローチを同時的に追
求することが不可避的であると言えよう。疲弊した地域経済をそのままに放置したり，あるい
は生産性や効率性が高い地域への選択・集中の戦略が重要だとの第一の考えのもとで，地域を
選択的に切り捨てるなどが図られるならばそれは大きな外部不経済を顕在化させることにな
ろう 1)0 
地域経済活性化のためには，まず現状とその背景を的確に分析することが求められ，それに
応じた活性化の策が処方されなければならない。地域の疲弊については，すでに種々の指摘が
なされ，またさまざまな対応が取られつつある。本稿は，金融論の観点から，金融システムが
地域の活性化にどのように貢献し得るかを間うものである。ただし，金融システムの役割のみ
では地域の活性化が図れるとも思われない。地域の現状は，複合的な諸要因が累積的に折り重
なった結果として生まれたものであり，それらの要因をいわば一つ一つ解きほぐし，これらに
対し地道に対応していくしかあるまい。また地域間格差を示唆するさまざまの現象の内，短
期循環的な側面を持つ部分についてはそれほど深刻に考える必要もあるまいが，長期的ないし
構造的な側面については真剣な取り組みが望まれる。後者の例としては，少子高齢化，人口減
少，人口分布の急速な偏在化および国際化（むしろグローバライゼーション，世界経済の一
体化・統合化）の加速，産業や企業の空間立地の急変などを指摘できよう。言うまでもなく，
こうした諸問題については金融システムの役割をも含みつつ，総合的な観点から対応策を検討
する必要があろう 2)。
ところで，「地域」とは相対的な概念であり，議論や研究の趣旨に応じてその都度定義され
1)地域空間の中で中心域から分散的に存在する市街地区については「コンパクト・シティ」の概念に沿っ
た考えのもとに行政コストを削減したり，社会構成員間の物理的距離を短縮して密度の高いコミュニテ
ィを再形成する観点から，集約化を図ることが必要なケースもあり得よう。その場合には，住民の自主的
な意志決定を前提として，集約化に資するインセンティブ体系を構築することが必要となろう。
2)岩佐 (2006)は特に大阪圏経済のいわゆる地盤沈下（グラビティ・ダウン）を念頭に置きつつ，経済
の空間シフト状況を経済のリアルな（実物的）側面とマネタリーな（貨幣的）側面の両面から実証的に検
討した。その結果，長期的にリアル要因の地域集中化傾向は見られるが，マネタリーな要因のそれに比す
るとそれほど強いものではないことが理解された。特に情報化の流れの中で，情報化にもっとも親和的な
金融部門が容易に一極集中化しやすいことは理論的にも納得しやすい。しかし，マネタリーな集中化傾向
がリアルな側面の集中化をいっそう強めるかどうかは一概に言えない。逆に，マネタリーな集中化を仮に
抑制したとしても，それがリアルな面の集中化を緩和するとも言えない。重要な点は，金融の部門が実物
部門の制約要因とならず，むしろサポーターとしての機能を適切に果たすことにある。
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るべきものである。ただし，データの利用可能性からすれば，行政区などを基にする形式的定
義が避けられない面もある。本稿の「地域経済」ないし特に「地方地域経済」は，抽象的には，
産業や企業の立地が旺盛で，就業機会が多く，より多くの所得が生み出される拠点としての「都
市部経済」に対比される概念である。就業機会が多い地域には定住人口も集中し，当該地域で
の消費支出も大きくなる可能性は高い。しかし，人口に占める高齢者の比重が高い経済におい
ては，生産の拠点と消費の拠点は乖離し得る。経済の将来展望として，むしろ両者は分離して
いる方が望ましいとの価値判断もあり得る。その場合には，因みに，税体系（直間比率など）
の見直し等も必要になろう。
本稿が想定する具体的な「地方地域」とは，概ね太平洋沿岸 3大都市圏周辺や環瀬戸内海地
域を除く地域を指す。しかし，データの入手可能性や議論の便宜性から，既述の形式的定義に
基づいた議論が中心となろう。
本稿の構成は以下のようである。次節では，地域経済およびその担い手である中小企業の現
状を観察し，いわゆる地域間格差や中小企業金融の実態を明らかにする。第3節は，中小企業
金融に関連する問題点をとりあげ，その背景を探るとともに大手金融機関との間における競
争の論点について考察する。第4節では，金融の基本的な機能をあらためて検討し，地域経済
との関わりで金融（システム）が貢献し得る領分（期待される役割と限界）を明らかにするc
第5節は地域金融， とりわけ中小企業金融のあり方を改善する政策的試み，すなわち「リレ
ーションシップ・バンキング (RelationshipBanking)」（略して，「リレバン」）機能強化のた
めに採用された行政（以下では「リレバン行政」と略称）の背景，内容，評価についてサーベ
イし， リレバン行政が定着を見たとの前提で今どのような金融機関行政が採用されつつあるか
を観察する。第6節は，中小企業金融分野では「真の意味のリレバン」がいかに重要であるか
を示しつつ，その推進の必要性を指摘する。また，新しい金融手法についてサーベイし，中小
企業金融においてもリレバンを補完するものとしてそれらを可能な限り積極的に活用すべきで
あることを主張する。なお，新しい金融手法を「リレバン」に対比させ，「トランザクション・
バンキング (TransactionBanking)」（略して，「トラバン」）と呼称することが近年多い。し
かし，この用語法はややミスリーデイングであり，必ずしも適切であるとは思われない。第 7
節は，本稿における基本的な視点を要約し，併せて今後の研究課題について整理する。
第2節 地域経済の現状と地域間格差
2-1 地域経済の現状・格差とその評価
「地方地域」の経済や社会は，大手企業の支所・工場等を除けば，個人ないし家計と中小企
業，そして地方公共団体から成り立っているといっても過言ではない。中小企業（その定義は，
3)図表2-1の定義は，中小企業基本法に基づくものである。中小企業分野の実態把握は，採用される中小？
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図表2-1 中小企業の定義
業種
中小企業者 内，小規模企業者
資本金 常時雇用従業員数 常時扉用従業員数
製造業・建設
3億円以下 300人以下 20人以下
図表2-1を参照 3)) の持つ重要性は，図表2―2に端
的に示されている。これによれば，企業数で中小
企業が地域に関わらず99%以上，雇用者数では概
ねどの地域でも80%以上のシェアを占めている。
ただし，南関東東海近畿の 3大都市圏では，
業・運輸業等
帥売業 1億円以下 100人以下
小売業
5000万円以下
50人以下 5人以下
サービス業 100人以下
図表2-2 地域ブロック別企業別分布
(1)企業数シェア（％） (2)常時雇用従業員数シェア（％）
地域ブロック
中小企業
大企業
中小企業
大企業
小規模企業小規模企業以外 小規模企業小規模企業以外
北海道 86.0 13.8 0.2 28.2 55.4 16.4 
東北 88.3 116 0.2 34.1 53 3 12.6 
北関東 891 10.8 01 35.3 49 5 15.2 
南関東 851 14.4 0.5 16.0 38.6 45.4 
北陸 88.4 11.4 0.2 33.8 52.6 13.7 
中部 89.3 10.5 0.2 35,5 50.0 14.5 
東海 86.9 12.9 02 261 48.7 25.2 
近畿 87.3 1'2.5 0.3 25.5 45.8 28.8 
山陰 88.0 119 01 371 55.3 76 
山陽 86.9 12 9 02 28.4 53 6 18.1 
四国 89.1 10,8 0.1 35.0 513 13.7 
北九州 86.7 13 2 0.2 29.5 52.6 17 9 
南九州 88,8 11,1 OJ 371 516 11.3 
沖縄 88.2 11 7 0.1 36.5 53.5 9.9 
全国 87.1 12.7 0.3 24.9 461 29.0 
（資料）中小企業金融公庫「中小企業白書2007年版」。
それぞれ55%, 75%, 71 %と相対的
に低めである。各地域及び経済全体
において，中小企業は企業数や雇用
者数の面で，大企業を圧倒する重み
を持っているのである。それ故，地
域活性化への金融システムの貢献と
いう論点に対して，ここでは主とし
て地域の中小企業に対する金融的支
援（資金供給）のあり方という観点
からアプローチすることとなる。
さて，地方地域経済が都市部経済（注）南関東は東京，神奈川，千葉，埼至の都県，東海は静岡，愛知，三重の諸県，南九
州は宮崎鹿児島を指す。 とともに，互いに機能を分担しつつ
も，重要な役割を果たしていることは今さら言うまでもない。地方地域経済はこれまでも人材
の供給基地であり（時に，労働市場の需給緩衝地帯とされてもきた），一次産品（食糧や食品
原材料）および電気エネルギー等資源の供給基地でもあり，さらに地方地域にある豊富な自然
は多義的な意味で環境浄化機能をも有してきた。そして， こうした機能の実際の担い手は，言
うまでもなく地方地域に居住する住民であり，事業を営む中小企業に他ならない。これらの経
済主体と併せて，地方公共団体（その財政活動のみならず，制度融資や政策融資の活動等も含
めて）ならびに地域金融機関の役割も地域経済には不可欠のものであり，今後地方地域の活性
化を図っていく上でますます重要な中核的役割を果たすことが求められつつある。また，公的
金融システムの補完的な役割もいっそう重要性を増すと考えられる 4)。
＼企業の定義がデータによっておりおり異なるため容易ならざる面がある。なお，図表2-1の定義は日本の信
用協同組合の組合員資格と完全に同ーである。他方、信用金庫の会員資格は，従業員数では300人以下だが，
法人の場合資本金では 5億円までとなっており， またいわゆる「卒業生金融」も信用組合とは異なり容認
されているという違いがある。
4)地域金融機関とは，各地域に本拠地を置き当該地域とその固辺を基本的な営業区域とする金融機関を
言う。業態的には地方銀行や第二地方銀行の「地域銀行」，中小企業金融機関として位置づけられる信用金
庫や信用組合の「協同組織金融機関」，そして農林漁業協同組合を基礎とするピラミッド型組織の「系統金
融機関」（なお，従来の 3段階から 2段階系統組織に転じつつある）を指す。なお，公的金融システムは直
接に資金を融通する役割を果たしてきた政府系政策金融機関が，今再編の途上にある。国民生活金融公庫
や中小企業金融公庫等は単体の「日本政策金融公庫」に統合され， 日本政策投資銀行や国際協力銀行，／
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本節では地域経済を支える中小企業および中小企業金融の現状を概観するとともに，経済指
標に現れている地域間格差について考察することとしたい。
図表2-3は90年代半ば以降のわが国実
質GDP成長率の推移を示している。 97
年以降金融システムの不安定化ととも
に景気は大きく落ち込み，その後回復す
図表2-3 実質GDPの推移
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????
るものの， 21世紀初頭に中折れが生じた -1 
-2 
ことがわかる。その後， 02年初頭より景 ］ 
気が上向き，今日に至っている。 90年代
半ば以降長期的には，成長率水準が次
第に高まりつつあることも確認できる。平均的には低い成長率水準ながら，プラスに転じてい
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（データ）内閣府「国民経済計算」o 年度（四半阻）
ること，また長期的にはその水準が高まりつつあることは，今後の日本経済のみならず地方地
域経済にとっても楽観的な展望を与えるものである。ただし， 07年央から08年初頭にかけて，
米国に発するサブプライムローン問題やその派生的現象の一端でもある原油価格の高騰が景気
を弱含みにし，将来見通しをやや悪化させつつあるという状況があることは認識しておく必要
があろう。図表2-4にあるように，今次の景気は長い期間にわたって持続しているが，前回，前々
回の景気に比すると成長の勢いは弱い。図表2-5は実質GDP成長への各需要項目の寄与度を示
している。 60年代高度成長期には民間消費と民
間設備投資が大きな比重を示したのに対して，
今次の景気拡大では，これらはともに小さい役
割しか果たしていない。公的需要項目の寄与度
も大きく低下している。これらに代わって，輸
出が経済を牽引している主要項目であることが
如実に示されている。こうした事情は，個人レ
ベルにおいて景況感を感じにくい状況と，公共
事業をはじめとした公的支出が近年大きく削減
されてきた事実とに合致する。他方で，今ほど
外需依存型の経済になっている時期も状況もな
いことが確認させられる。それだけに，為替レ
ートの動向は， 日本経済に極めてセンシティブ
な影響を与える可能性がある。
今次の景気拡大は， 当然のことながら有効求 （資料）中小企業金融公庫「中小企業白書2007年版」。
図表2-4 過去のGDP成長率比較
実質経済成長率 名目経済成長率
GDPデフレータ
（年平均） （年平均）
いざなぎ景気
115 18.4 6.9 
(65.10 70.7) 
バプル景気
54 7.3 1.9 
(86.11 912) 
前々回景気
2.4 22 -0.2 
(93.10 97 5) 
前回景気
23 0.6 -1.7 
(99.1 00.11) 
今回
21 0.9 -12 
(02.1 0710) 
（資料）中小企業金融公庫「中小企業白書2007年版」。ただし．一部i)I
用者追加。
図表2-5 実質GDP成長と需要項目貢献度
民間消費 民間設備
公的需要
輸出／
支出 投資支出
いざなぎ景気 5.83% 2.84% 1.53% -0.24% 
バブル漿気 2.43% 2.03% 0.62% -0.23% 
90年代央の景気 0.90% 0.97% 0.35% 0.05% 
90年代末の景気 0.55% 1.04% -0.04% -0.04% 
今次の景気拡大 0.68% 0.87% -0.15% 0.65% 
＼商工中金は民営化されることとなっている。間接的な公的支援の形態としては，保証協会による保証制度
があり，今後とも重要な役割を果たしていくことになろう。
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図表2-6 有効求人倍率と完全失業率の推移
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゜02 03 04 05 （データ）中小企業金融公庫「中小企業白杏2007年版」。 06 
図表2-7 有効求人倍率の都道府県別推移
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（出典）中小企業金融公庫「中小企業白書2007年版」。
図表2-8 地域ブロック別の鉱工業生産指数
一分布変動係数の推移一
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図表2-9 都道府県県民所得の偏在の推移
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人倍率や完全失業率の推移にも反映し
ている（図表2-6)。しかし，その推移
を地域毎に比較して見ると，大きな格
差が見られる。図表2-7には， 21世紀
に入って以降5年間における求人倍率
の改善動向が視覚的に示されている。
ここには明らかに地域間格差が見られ
る。北海道・東北• 北関東，そしてお
おむね瀬戸内海沿岸を除く近畿•中国・
四国・九州の諸道府県では， これら以
外の地域と比較して，労働市場の状況
改善が明らかに遅れている。図表2-8
は地域ブロック別の鉱工業生産指数の
分布から各四半期侮の変動係数（標準
偏差／平均値）を求め，その推移をプ
ロットしたものである。この鉱工業工
業生産指数の動きから見ても，今次の
景気拡大過程においては当該指標値の
地域間ばらつきが明らかに拡大しつつ
あり， しかもその程度がいっそう大き
くなりつつあるものと理解できる。た
だし，景気上昇過程では地方地域の回
復が都市部地域に比して遅れをとり，
また景気下降局面では地方地域と都市
部地域のパフォーマンス水準は収敏す
るという，極く一般的傾向がある。し
たがって， ここに見られる地域間格差
が長期的構造的なものであるかは，他
の景気回復時期と比較するなり，今後
の動向をさらに観察していく必要があ
ろう。
他方，図表2-9は各都道府県毎の県
民所得（要素費用表示で雇用者報酬，
財産所得，企業所得の合計）のシェア
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がどのような推移傾向を持っているかを示してくれる。各都道府県の所得シェアから各年度毎
のハーフィンダール指数（各シェアをSiとするとHI=Z:S汽で求められ，数値が大きいほど集中
化度合いや偏在性が高いことを示す）を計算して，グラフにしたものである。これは所得の地
域間分布が90年代半ば以降明らかに集中化する傾向があることを示し，その意味で地域間格差
が拡大しつつあることを示唆している。
この動きは， しかしながら，人口の
集中化傾向とほとんど裏表の関係にあ
ることが，図表2-10から伺える。この
図表は各都道府県の人口と県民所得の
データをプロットして得られた散布図
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図表2-10 都道府県別の人口と県民所得 (04年度）
であるが，人口と県民所得はほぼ完全 10 
に正の相関を示しており（相関係数は 0o 2 4 6 
（データ）内閣府「県民経済計算」。
0.9985), 両者はむしろ逓増的な増加
関数とさえなっている（東京都の数値
を異常値と見て外しても同様のことが
言える）。因果は別として，人口の大
きさが県民所得の大きさと結びついて
いることは確実であろう。そこで，よ
り格差の意味が重要性を帯びると考え
られる一人当たりの県民所得を捉えて
みる。図表2-11は図表2-10の縦軸を一
人当たり県民所得の変数に変更したも
?
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図表2-11 都道府県別の人口と一人当たり県民所得
(04年度）
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のである。これによれば一人当たり県
民所得は，東京を異常値として除外すれば，人口の規模とはほぼ無関係と言えるものの，全体
的にはやはり弱い正の相関が見られる（相関係数は0.1876)5)。このように人口規模という変
数が県民所得や一人当たり県民所得の大きさと強い正の関連を持つことは否定できない。した
5)典型的な新古典派成長理論によれば（その古典的論文の一つは， Solow(1956)), 人口成長率の鈍化は均
衡において一人当たり所得水準を高める。これは一人当たり資本装備率の高まり＝労働生産性の高まりを
反映するものである。しかし，人口増加率の減少が少子高齢化を通じて全体の貯蓄率を引き下げるならば，
その結論は修正を被る。人口増加率の低下と貯蓄率低下は相互に相反する効果を持つことから，結果は一
義的に言い得ない。
ともあれ，現状において人口と一人当たり所得が正の相関性を伴っていることは，人口減少の影響を危
惧する一般の見解， とりわけ地方地域の関係者の危惧の念を裏書きするものとなっている。新古典派成長
理論は基本的に供給サイドの議論であり，需要サイドの分析が慮外されている。最終生産物市場の需給を
規定する人口動態は現実的には重要な要因であると言わざるを得ない。
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図表2-12 一人当たり県民所得の変動係数推移
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図表2―13 雇用者報酬の地域間偏在の推移
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（データ）内閣府「県民経済計算」。 年度
がって，人口の集中化動態が県民所得
で見た地域間の格差と結びついている
（背景もしくは反映となっている）こ
とになる。ただし，図表2-12(一人当
たり県民所得の都道府県分布の変動係
数（標準偏差／平均値）の年度間推移）
や図表2―13(雇用者報酬の都道府県別
シェアから計算したHIの年度間推移）
によると， 90年代後期は集中度がむし
ろ低下し（分布がフラット化し），地
域間格差は解消する方向にあったが，
21惟紀以降は集中度が高まり，地域間
格差は明らかに拡大しつつある。この
ような動きは， しかし，景気が低迷し
た90年代とその後の景気回復を反映し
ているに過ぎないかもしれない。つま
り，景気動向に沿った短期的ないし循
環的な動き（すなわち，都市部地域の景気は先行して急速に変動するのに対し，地方地域の景
気はこれに遅れかつゆっくり変動するという一般的な傾向の反映）である可能性も否定できな
い。ここでもやはり，今次景気回復過程での動きがそのような短期循環的な動きの一環である
のか，それとも長期的ないし構造的な動き（たとえば，少子高齢化の加速やグローバリゼーシ
ョン進展の下での産業構造や企業立地戦略の変化，およびこれらを反映した形の人口動態など）
を反映するものであるのかについてば慎重な判断が待たれ，現段階で即断することは避けざる
を得ない 6)。
ここで，労働力の供給要因として，同時に最終生産物市場の需要要因として重要であるので，
定住人口の動態を見ておこう。図表2-14は各都道府県の人ロシェアの推移と各年のハーフィン
ダール指数の動向を表している。これによれば，長期的に関東地域のみに人口増加傾向が見
られ，他の地域では横ばいないし減少傾向となっている。特に，北海道・東北，および中国・
四国・九州では顕著な人口減少が予測されている。その結果，長期的にはHI指標値が明かな
上昇トレンドとなって現われており，人口集中化傾向は疑いを入れないものである。長期の人
口推計が正しいとすれば，定住人口は明らかに関東地域への一極集中となって現れ，先述のご
6) ちなみに 日本経済研究センターによる直近の中期経済予測 (2007年度-2020年度）によれば（嶋田
(2007)), 今後15年間において地域間の経済規模格差は，成長率の違いを反映してさらに拡大するものとし
ている。
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とく，人口と一人当たり県民所得が正の相関を
持つ限り，長期的に所得もまた一極集中し，地
域間格差は固定する可能性が高いと言えよう。
もっとも人口増大が単純に所得の増加に結び
つかない可能性も考慮する必要がある。人口の
世代間分布次第では労働力人口と消費人口は
乖離し得るからである。なお，国内の地域は国
図表2-14 地域ブロック別人ロシェアの推移
1990 1995 2000 2005 2015推計
北海道 4.6 4.6 4.5 4.4 43 
東北 8.0 7.9 7.8 7.6 7.2 
関東 31.0 31.3 31.6 32.2 33.5 
中部 18.5 18.5 18.5 18.5 18.5 
近畿 16.4 16.3 16.3 16.3 16.2 
中国 6.3 6.2 6.1 6.1 5.9 
四国 3.5 3.4 3.3 3.3 3.1 
九州 11.8 11.8 117 11.7 11.4 
HI 1848.55 1860.44 1872.58 1906.89 1971.65 
（データ）総務省「住民基本台帳人口要覧」，国立社会保障・人口問
題研究所「将来推計人口」。
際間関係とは異なり，対外的に開放性が高いので，住民の越境流動性は高い。その意味では，
定住人口のみが必ずしも重要とは言えず，定住人口が仮に集中化し，所得もまた同様であった
としても，交流人口が当該地域の経済や活性化に及ぼす効果を見落とすべきではなかろう。す
なわち，特定地域の人口減少が地域の疲弊をもたらすとするならば，交流人口を高める対策が
奏功する限り，地域間格差の拡大を中和することが可能となろう。その意味では，マルチハビ
テーション（複数拠点居住）や観光の推進が一つの対策たり得る。
さて，地域間格差はすでに見たように拡大しつつある。しかし，それが循環的性質ものであ
るのか，構造的なものかはいまなお確定的に言えない。ただ，長期的に人口や所得の集中化頼
向が予測されており，そのことが妥当する限りでは，今後ともこの地域間格差は定着し，拡大
する可能性を否定できない。ところで，格差といっても，事態を複雑にしていることがらは，
地域間格差以外に地域内格差が存在することである。北海道地域では札幌市という地方中核都
市に人口と経済がますます集中する傾向があり，同様のことは九州地域においても妥当し，中
核都市福岡に人口と経済がますます集中しつつある。個々の道府県の中でも，都市部地域への
集中と周辺部の落ち込みが見られる。したがって，大括りの地域概念では地域格差の問題を捉
えることが難しいこと，そして活性化措置は地域内格差にも焦点を当てた小域対策が必要であ
ることを示唆している。さらに，人口の世代間構成がフラットでない限り，人口増大が高齢者
人口の増大にやがて帰着するということへの動学的視点も重要であろう。
2-2 中小企業と中小企業金融の現状
日本経済のマクロ指標は，短期的現象か長期構造的現象かは別にしても，明らかに集中化傾
向と地域間格差の拡大を示していた。ここでは，地域経済を支える中小企業の経営環境と中小
企業金融の現状等について観察する。
2002年以降の今次景気拡大に呼応し，企業の業況判断は規模を問わず改善されてきている（図
表2-15)。ただし，大企業に比較して中小企業の経営環境は相対的に悪い。業況判断の推移に
は企業規模によるラグ構造が見られ，景気の上昇局面では格差が拡大し，下降局面では格差が
縮小し両者が収敏するという一般的傾向が見られる。しかし，やや長期的に見れば，大企業と
中小企業のDI数値の開きは次第に拡大しつつあることもたしかである。また，同じ中小企業
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図表2-15 業況判断DIの推移
一大企業全産業
----中小企業全産業
20日ーー中小企業製造業
--―中小企業・非製造業
I冒
（データ）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」。 年度（四半期）
図表2-16 債務償還年数と自己資本比率の推移
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でも製造業に比べ非製造業における
改善の度合いは低い。しかし，景気循
環過程において，製造業と非製造業と
では，前者が敏感に反応する一般的傾
向があり，上昇過程では前者が急速に
上昇し，下降過程では前者が後者以上
に急速に低下する傾向が見られる。今
次景気回復上の動きもこれと同様な
ものであれば循環的動きに他なら
ず，さほど懸念するに値しないことに
なる。しかし，今後一方的に格差が開
くようであれば，構造的要因が反映し
ていることになる。
次に，企業財務状況の推移を債務残
高の平均償還年数や自己資本比率の
推移で見てみよう。図表2-16では，債
務の平均償還年数が企業規模を問わ
ず低下トレンドを示し， 自己資本比率の値は上昇トレンドとなっている。財務面の改善は着実
に進んでいる。しかし，大企業と中小企業とでは指標の水準そのものに相当大きな開きが一貰
して存在する。すなわち，中小企業の場合， 自己資本比率は10%ポイント前後大企業のそれよ
りも低<. 債務償還年数は中小企業が平均 5年前後長い。ただし，長期的には， この懸隔はわ
ずかずつではあるものの，経年的に縮小する傾向が見える。これは財務状況の悪い中小企業が
この間，相対的により多く淘汰されたり，あるいは個々の中小企業において財務状態の改善が
なされたことが反映しているものと思われる。ただ，この後者の点は，貸し手金融機関による
前向きの規律付けが次第に浸透してきた結果であるのか，あるいは90年代に金融機関が貸し渋
り傾向を示した結果として主体的に財務状況を改善せざるを得なかったことによるのかは断定
しがたい。また，両指標の動きは，景気変動から概して独立で，長期趨勢的傾向であるように
見える。それでもなお，中小企業の場合，大企業に比較すると両指標が景気変動の影響を相対
的に強く受けている様子が伺われる。これは中小企業の財務状態が基本的に脆弱で，得られる
キャッシュフローによる資金繰り，そして借入可能性が景気変動によって影響を受けることに
よろう。
実際の資金繰り状況や金融機関の貸出態度はどのように推移しているのか，それを企業の主
観的評価 (DI指数）の推移で示したものが図表2-17である。中小企業でも資金繰りに関する
主観的な評価は今次の景気拡大過程において徐々に改善されてきている。これは金融機関貸出
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に関する評価とも整合的である。ただ
し，大企業と中小企業の間にはほぼ一
定の大きな開きがある。金融機関から
の借入に関する主観的評価についても
同様である。ただし， 90年代後半の金
融システム不安定化の時期には，大企
業の方が借りづらく感じた度合いが強
図表2-17 企業の資金繰りと金融機関貸出態度
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いことが示されている。これは都銀の -30 （データ）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」。 年度（四半殿）
一つが破綻したことが大企業にもその
先借入困難を強く印象づけたのかもしれない。また，大企業の金融機関貸出態度評価は相対的
には大きく変動するきらいがある。大企業は一般に債務依存度が低いが，借り入れる場合の資
金規模は大きい。そこで，銀行の貸し渋りは資金制約として相対的に強く意識されるのかもし
れない。また，大企業とメインバンクの関係における絆は中小企業とそのメインバンクとの絆
に比較して相対的には弱い可能性もあろう。第5節で取り上げるリレーションシップ・バンキ
ングによる貸し手借り手間の緊密度は，中小企業においてより強く，銀行借入が困難となる場
合は大企業の方がこれを相対的により強く （マイナス方向に）評価する傾向があると言えるか
もしれない。
図表2―18aは銀行等の実際の貸出状況を示している。国内銀行は貸出先企業規模別に，信用
金庫ば法人と個人別に，それら機関の貸出残高の推移が示されている。国内銀行の貸出は企業
規模を問わず一貫して減少傾向にあるが中小企業向けの貸出は特に大きく減少する傾向を示
した。前年同期比増減タームで見ると（図表2-18b)国内銀行は90年代後半より（貸出削減率
の減少から）貸出増加の方向へと動いているが，中小企業に対してはむしろ貸出削減を拡大さ
せていたことが知られる。中小企業
貸出が（減少拡大から）増加方向に 図表2-18a 国内銀行・信用金庫の貸出金残高
転じたのは今次景気回復が始まった
3,000,000 
億円
一国内銀行・大企業 —-—信用金庫・法人
＿＿―-国内銀行•中堅企業 —信用金庫•個人
後である。ただし，その場合、貸出 2,500,0001-...---_, . -, 
増加は大企業向けよりも中小企業向 2,000,000 
ー一国内銀行•中小企業
'-- ---、
―--
ヽ
ヽ-、-けを先行させている。中小企業融資
では相対的に大きい利鞘が確保でき
ることから，特に景気回復過程にお
いては大手銀行が速やかに触手を伸
ばす傾向があると言えよう。以上を
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（データ）日本銀行「貸出先割貸出金」。
（注1)2001年第1四半期まで，中小企業定義の資本金基準は， 3億円， 1億円， 5千万
円ではなく，それぞれ1億円， 5千万円， 3千万円であり，サービス産業の従漿
員数基準は100人ではなく， 50人となっている。そのため，データの連続性は無い。
なお，大企業は 1億円以上で，これら以外が中堅企業とされてある。
（注 z) 国内銀行は，都銀• 信託・地銀• 第二地銀• 海外支店勘定を含む。
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り'-景気回復過程の当初段階では小口資金の供給
に応じるものの，回復基調が本格的段階になるに
従い，大企業にシフトし大口貸出の増加を拡大さ
せるという行動パターンになるものと解釈でき
る。もちろん景気下降局面では中小企業貸出をま
ず減少させるという行動パターンになろう。ただ
し，大企業の銀行離れは基本的に止められない流
れとなっており，長期的には大手銀行にとっても
中小企業融資分野が欠かせない大きな収益分野に
位置づけられてきている。図表2-18aの原データ
からすれば国内銀行の中小企業融資比重は長期的
に明らかに上昇トレンドにある（かつての60%前
後から67%前後へと高まってきている）。このこ
とから中小企業にとっての資金入手の量的制約は
ますます緩和される傾向にあること，および中小
企業分野での中小企業金融機関と大手銀行との競争度合いはますます高まりつつあることが指
図表2-18b 中小企業向け貸出残高（金
融機関業態別）の推移
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（出所）中小企業金融公庫総合研究所「中小企業を取り巻く経済・
金融環境」 2008年 1月。
（注 1)国内銀行（都銀．地銀，第二地銀．長信銀．信託銀行）は．
銀行勘定＋信託勘定
（注2)政府系金融機関は．中小公庫＋国民公庫＋商工中金
（注3)国内銀行の00/60-01/3は．中小企業の定義変更に伴い不
連続のため．推計値
（注4)データは.07年度第3四半期まで。
摘できる 7)。
なお，信金の場合個人貸出は比較的安定しているが，法人（基本的に中小企業）向けは緩
やかな減少傾向となっている。それでもなお比較的安定的な推移を示している（図表2―18a)。
信金は中小企業金融機関として中小企業に安定的な資金供給を図っているものと見られる。た
だし，これも増減で子細に見れば（図表2-18b), 90年代は貸出減少率が強まり，今次景気回
復期に貸出増加へと転じるなど，景気循環過程においておりおりの資金需要を反映した貸出が
なされているものと解釈できよう。もっとも，事後的な貸出量の推移のみでは事前的な意味
での資金ニーズがどの程度満たされたかを図り知ることはできない。そのためには，最小限
金利の動向を観察することが必要となろう。
図表2-18bには国内銀行と信用金庫に加えて，政府系金融機関による中小企業向け貸出の増
減（対前年同期比％）動向も示されている。政府系金融機関（中小金融公庫• 国民衛生金融公
庫・商工中金）融資の伸びは，金融システムの不安定性が高まった97年度以降の数年急増した
7)米国では，大手銀行と中小のコミュニティ・バンクの間にこれまで，融資先についての自ずから成る棲
み分けが見られたが， 21世紀以降は日本に類似する形で，大手銀行がリーテールあるいは中小企業分野に
強い関心を示すようになっている。これは店舗規制の緩和やリスク評価・管理に関わる技術革新の効果を
反映しているものと思われるが，大手が中小金融機関を合併したり，全国的な店舗網の充実に動いている
ことが背景とされ，何よりも中小企業融資は全体としては収益が安定しており，他の業務（たとえば，ホ
ールセールや投資銀行業務等）からの収益の不安定性を補う効果があるものと考えられている。こうした
事情については，中小企業金融公庫 (2007)やClark,T. et. al (2007)等を参照。
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ものの，その後は傾向的に低下してきている。補完機能という政府系金融機関の役割からすれ
ば妥当な動きと言える。
第3節 中小企業金融の諸論点
3-1 問題の所在と背景
金融機関貸出（増減）の実績のみでは，それが主として供給サイドの要因によって規定され
たものか，あるいは需要サイドの要因に規定されたものかを確定し得ない。しかし，図表3-'I
の金利水準動向から推測すれば金利がほぽ一貫して低下傾向にあることが明らかであり，当
該期間においては供給が相対的に増加しつつあったか，あるいは需要が相対的に減少しつつあ
ったか（あるいは，その両方）が含意される。その意味で，中小企業金融分野では中小企業が
借入をしやすい状況へと発展してきていると言える。これは資金繰りや金融機関の貸出態度に
関するDI指数の動き（図表2-17) と
図表3-1 中小企業向け貸出金利の推移
も整合的である。今後，資金需要が相 ％ 
2.7 
対的に高まってくる際に供給サイドが
これにアコモデートする力量があるか
どうかは，借り手の中小企業にとって
重要なポイントとなる。しかし，これ
については以下の問題点が指摘可能で
ある。
(1)図表3-2にも見られるように，
「金融再生プログラム」 8)の効果もあ
って，主要行等では不良債権の割合が
急速に低下したが，地域銀行や協同組
織金融機関においては徐々に低下しつ
つあるものの，いまだにその水準は高
い状況にあり，不良債権の問題が完全
終息した段階にはない。したがって，
自己資本比率規制のもとで現状以上の
リスク負担（金融仲介機能の発揮）は
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（資料）中小企業金融公庫「中小企業動向調査」。
（注）調査対象は中小企業金融公庫と取引関係のある中小企業約6000社。
図表3-2 金融機関業態別不良債権比率の推移
一都市銀行 ー•一信用金庫
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（データ）金融庁「金融再生法開示債権等の推移」。
8) 金融再生プログラム (2003年度~2004年度）は主要行を対象に期間を定め．その期間内に不良債権の
処理を加速化しようとしたものである。中小企業金融専門機関についてはその対象外とし，代わってリ
レーションシップ・バンキング機能の強化を通じた経営の健全化と金融機能の回復を図る手法 (2003年度
~2006年度の 4 年間）が採用された。
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難しい状況にある。
(2) しかし， 90年代に顕在化した金融システムの不安定性も和らぎ，不良債権の問題はか
つてに比較すると明らかに緩和されてきたと言える。また，構造的な資金余剰経済の中で，主
要行等の大手金融機関が中小企業貸出への意欲を強めていることもあり，中小企業分野では資
金の最的制約という問題は往年に比して相当程度緩和されてきた。しかし，中小企業融資は基
本的に高いリスクを伴うこと，それにも関わらずこれに見合った金利の設定が必ずしも容易で
ないことなどの問題は従前どおりである。
中小企業融資のリスクを高めている基本的な要因にはいくつかあると考えられる。
まず，①中小企業は一般に景気変動の波の影響を受けやすいことがある。中小企業において
は，大企業に比較して経常利益に占める人件費比率が高く，また損益分岐点比率も大企業に比
較して高いという特性が一般に見られる。現実の売上額 (S) に対する損益分岐売上額 (S*)9 lの
比率 (S*/S)が高いことは，現実の売上額が景気下降局面で減少すれば，損益分岐点を容易
に下回る可能性，つまり経営が赤字化するリスクが大企業に比較して高いことを意味する。す
なわち，それだけ景気変動の効果を受けやすいと言える。
また，②中小企業は企業数が圧倒的に多く，それら企業は千差万別で（倒産確率が高いもの
から低いものまで幅も広い）その平均像を絞ることは極めて困難であり，そのためリスク評価
は容易でない。その上に，すべての中小企業が僻頼に足る会計情報を開示しているとは言えな
い。これらは総じて，資金の貸し手からすれば「情報生産」の困難性を意味し，それだけ貸し
手と借り手との間の「情報の非対称性」は大企業の場合に比してより大きいことを示唆してい
る。さらに，情報の生産コストは大企業であれ，中小企業であれ，同一の条件下では大きく異
ならないので，情報生産には「規模の経済性」が働く余地が大きい。資金供給に関わる直接的
な「規模の経済性」と併せて，資金供給の前提条件となる情報生産コストに関する「規模の経
済性」も無視できないのである。かくして，実際には同ーリスク・クラスであったとしても，
その評価・確認に必要な情報生産が大企業に対してほど多くはなされず，それだけ中小企業の
借り手のリスクは高どまりし，資金も円滑には供給されがたいという基本的な特性が存在す
る。
さらに，③仮に中小企業借り手のリスク評価が的確に行われたとしても，それに見合った金
利の設定は現実的には難しいとも言われており， リスクを考慮すると中小企業融資の多くはコ
スト割れにさえなる。そもそも相対型の貸出取引では，借り手企業のリスク評価を客観的に（す
まわち，多くの市場参加者が納得し得るという意味で，客観的に）行うことは困難である。リ
スク評価は個々の金融機関サイドからみたいわば主観的な評価にとどまらざるを得ないからで
9)損益分岐売上額とは，売上高Sー固定費C。ー変動費C1・S= 0となる売上高の水準s・であり， S*=C。/
1 -clである。
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ある。それだけに，借り手にとってもリスクに見合った金利を受け入れる根拠が無いこととな
る。借り手にとっては低い金利水準こそが絶対的に望ましいことから，実際の金利設定では適
切なリスクプレミアム以下の価格付けとなることが避けられない。それ故，貸し手にとっては
採算に見合わず， どうしても消極的とならざるを得ない。この意味でも中小企業には資金が円
滑に供給されない可能性が存在することになる。もっとも， リスクに見合った金利を設定した
として，リスクが高く，その結果金利も相当に高ければ，それは借り手の財務状況を悪化させ，
かえって信用リスクを高めることにもなりかねず，その場合は民間金融機関（わけても，預金
取り扱い金融機関）が資金需要に貸し応ずることは不可能となってしまう。
④リスクをカバーする手段としては，担保の設定が考えられる。しかし，担保価値がこれま
で安定していた不動産等の資産を保有する中小企業は決して多く無い。また，無限責任を問わ
れる小規模企業等においてはともかく，株式会社形態の小規模企業では企業主みずからが保証
人となることに心理的抵抗も強かろう。かくして，金融機関貸出に伴う極く一般的なリスク回
避手段である担保や保証も中小企業分野では十全に機能しない可能性がある。
以上のように，中小企業は基本的にリスクの高さやコストの大きさで特徴づけられ，そのた
めにこれら企業は資金調達の機会が十分に与えられない可能性が基本的に高いのである。この
ことが認識されてきたが故にこそ，中小企業融資に特化した民間金融機関制度が置かれ， また
民間では十分に満たし得ないニーズに対応するための政府系金融機関があり，さらに地方自治
体によるさまざまの融資制度や公的な融資保証の仕組みが設計されているのである。このよう
な制度的措置は中小企業融資分野でこれまでも実際に大きな貢献を果たしてきたものと評価し
得る。しかし，今日の資金余剰時代にはそれに応じた中小企業融資関連問題が存在することを
あらためて認識することが必要となっている。
まず，中小企業への資金供給に関してリスクに見合った適切な金利水準をどのように見出し，
適切に融資するかという問題を別にすれば，少なくとも量的側面の制約は資金余剰時代である
が故に解消された感がある。既述のとおり，大手企業の銀行離れが著しい中で，主要行等も消
費者や中小企業を対象とするリーテール金融業務に力を入れている。しかし，主要行等のこの
ような動きとその組織構造が見合った合理的なものであるかについては検討の余地があろう。
主要行の資金規模は国内のみならず国際的観点から言っても巨大である。しかしながら，従業
員や店舗網は相対的に少なく，その限りでは効率的な銀行経営形態となっているが，それは必
ずしもリーテール業務に適合的なものであるとは言えない。リーテール分野は個人や中小企業
を取引相手とするものであり，基本的には手間暇のコストがかかる分野であり，また顧客にと
ってはアクセス可能な店舗網の充実が不可欠である。ところが，主要行ないし大手国内銀行あ
るいはメガバンクは，いわば効率的な組織構造の中で，従業員や店舗数がリーテール業務を行
うにはかえって不十分な状況にあると言える。むしろ，大手銀行の人材の質や蓄積されたノウ
ハウ，そして資産規模に見合うアクテイビティ・ラインの大きさを考慮するとき，比較優位性
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を持つ業務分野はむしろホールセール業務や国際金融分野等である可能性が大きい。もっとも，
今の制度や規制の枠組みの中で大手銀行がそのような分野に思うように自由に進出できるかか
は検討されなければならないであろう 10)。ともあれ，大手銀行と中小企業金融機関との競争度
合いが高まり， より効率的な中小企業金融が実現すれば，それは借り手たる中小企業にとって
も望ましい。間題は，価格水準（金利）の低さよりも金融サービスの質にあろう。大手銀行等
が中小企業に望まれる質の高いリーテールサービスを供給するためには，従業員なり店舗網等
から成る組織構造の見直しが不可欠であろう。
他方， リーテール業務という同じ土俵上でこれら主要行との競争・競合を強いられるように
なってきた中小企業金融機関（地域銀行や協同組織金融機関等）はどのような対応を図ればよ
いのかまた今の制度的枠組みの中で適切な対応が取り得るのかという点の検討も不可欠とな
っている。主要行や上位の業態が「規模の経済性」や「範囲の経済性」を活かして価格競争に
打って出る場合，それと同一の戦略で対応するならば，結果はあまりに見えすぎたものとなら
ざるを得ない。むしろ，範囲の経済性ではなく専門性の発揮が，規模の経済性による価格では
なく廂品の質による競争展開こそが，相対的に小規模な組織特性の故に，中小企業金融機関に
とってはかえって優位な競争戦略となり得る。その一つとして近年強調されてきたのがいわゆ
る「リレーションシップ・パンキング」にほかならない。金融庁の指導もあり，今中小企業金
融機関や地域銀行等はこのバンキング手法に注力しつつある。問題は，大手銀行の価格攻勢に
負け劣らないための「真のリレバン」とは何かであろう。「真のリレバン・サービス」を提供
できれば，大手銀行からの価格競争の影響を受けることなく，中小企業金融機関はその本来の
任務を果たせるはずである。
第二に，金融機関が利用してきた金融技術そのものが近年大きな変革を経ており，新たな技
術を導入するかしないかは，今後の金融機関間競争の中で極めて重要になってきている。した
がって，主要行のみならず，中小企業金融機関や地域金融機関も旧来の手法からの脱却を積極
的に図る必要があると言える。革新を経ない限り，金融機関と言えども，長期にわたり顧客に
サービスを提供し続けることは今日困難となりつつある。問題は，そのような革新を受け入れ
る組織内の素地や経営上の意欲と能力が備わっているかであろう。また，金融市場は自由化や
国際化の流れを経て変動を被りやすい状況へと変化してきている。その分，金融取引に従事す
る金融機関にとっては， さまざまのリスク管理の能力を向上させることが至上命題となってき
ている。新たな金融技術革新自体がリスクを高める効果を持っている反面，金融革新を積極的
に取り込むことがリスク管理能力を高めることにもなる。かくして，小規模であるとは言え，
なんらかの形で中小企業金融機関や地域金融機関も対応を図っていくことがますます必要とな
10)金融庁が2007年12月に公表した「金融・資本市場競争力強化プラン」は，メガバンク等を対象にさらな
る規制緩和による競争力強化を提言したものであり，利益相反等の問題を銀行の主体的な抑制的態度のみ
で解決し得るかについての危惧の念はあるが，プランの基本的考えは本稿のここでの議論とも整合する。
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ってきている。
従来以上に高いリスクに対しても，そのリスクを管理する新しい金融手法が種々開発されて
きている。海外での大口資金融通に使用されるのが一般的であったシンジケートローン（協調
融資方式）が，今日では国内金融業務や中小企業融資の分野でも導入されつつある。また， リ
スク評価を機械的に行うクレジット・スコアリングの手法や，不動産のみに依存せずに多様な
担保形態を活用する技術も生まれつつある。これらをいかに活用するかは個々の金融機関に与
えられた課題であるが，それらの新しい金融手法や技術が適切に活用されるために必要なさま
ざまのインフラ整備は公共財として公的に整備される必要があろう。
第三に，民間金融機関が金融技術革新を積極的に取り込み，新しい手法でリスク管理を行い
つつ借り手のニーズに十全に応えようとしても，それで万全ということにはおそらくなるまい
と考えられる。やはり「市場の失敗」が避けられないのが金融市場や金融取引の特性である 3
市場の失敗への対応としては，公的な機関の介入があり得る。しかし，政府系金融機関のあり
方や公的保証制度のあり方が従来のままで良いとは限らない。また，公的介入による補完的機
能がもはや不要になった分野がある一方で（たとえばかつての郵便貯金のように，小口でも
価値が安定しリターンの高い貯蓄商品の提供など），これまでも十分に対応できなかった分野
への注力が求められることもあり得る。たとえば新しい技術を商品化するため新規に起業し
ようとするものへの資金手当や再生の余地がある破綻企業への支援などが考えられよう。新規
の開業を支援することはもちろん，（サンクコストや機会費用をすべて考慮した場合の正味の
利益を考慮して）企業の消滅よりもその再生こそが資源の有効利用の観点に沿う場合にはその
再生を図ることが，地域の活性化に資する。しかし，これらの分野は民間銀行が手がけるには
あまりにリスクが高い可能性もある。したがって，何らかの形で公的支援が望まれる。もちろ
ん，公的資金をこれら分野に野放図に直接的に供給すれば足りるということでは決して無い。
適切な仕組みや工夫が，モラルハザードを排して，真に企業が自立して運営されることを期す
るためにも重要である。ただし，本稿ではこの分野について多くを割かないが，今後の課題と
考えている。
以上のように中小企業分野，地域活性化に結びつく金融的支援のあり方等については，今
後さらに検討するべき余地が少なくない。
3-2 金融機関間競争と中小企業金融
すでに指摘したとおり，大手の主要行等と中小企業金融機関等との競争は， リーテール業務
分野で激化しつつあり，今後ともますますその傾向は強まるものと予想される。中小企業分野
においてリスクに見合った金利設定ができないという論点は，実はそのこととも関連している
可能性がある。つまり，中小企業融資分野で競争が価格競争となり，必然的に「規模の経済性」
11)なお，政府系金融機関の提示する低い金利が民間金融機関貸出にも影響している可能性も， これまで／
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を誇る大手の主要行等が金利バーゲンを仕掛けてきている可能性である 11)。最後に，この論点
をあらためて取り上げ，論じておきたい。
大手の主要行が利鞘収益を求める伝統的な銀行ビジネスのモデルから離れられず，その結果，
国内で借り手を追い求める行動パターンが今でも根強く残っており， このことが中小企業分野
への大手金融機関の積極的な侵攻の背景となっている可能性もある。国内リーテール業務への
参入についてこれら大手銀行等に制約的な規制が課されている訳でもなく，またリーテール業
務が規模の大小を問わず銀行経営の「コア業務」であるとの認識は極く自然なものであるだけ
に，大手銀行等の行動を批難することはできない。しかし， これら大手の金融機関こそはホー
ルセール業務分野や国際金融業務等で力量を発揮する潜勢力を持っているのであり，そのよう
な分野でこそ評価されるべき業態であるとも言える。したがって， これらの主要行はそうした
分野で高い収益を上げ得るビジネスモデルを確立することが求められているであろうことも否
定できまい。米国の金融機関と比較すれば，わが国の銀行は資産規模に比して店舗数や従業員
数が相対的に少なく， リーテール業務や中小企業を対象としたきめ細かなサービス（その望ま
しい形としては， リレーションシップ・バンキング）の提供では比較劣位にあるものと考えら
れる12)。国内の狭小な市場で相争うことによってではなく，大手の主要行等は新たに確立する
べきビジネス・モデルによって収益を上げ，そのことを通じて日本経済に貢献することが何よ
りも求められていると言えよう。
一方，地域金融機関や中小企業金融機関は地域の経済や中小企業を支援する専門機関として
十全の働きをすることが当然に求められている。大手金融機関と同一士俵上で価格競争による
金利バーゲンを強いられるならば今後長期的に立ち行かなくなることは目に見えている。独
占的な一行取引の関係によるリレーションシップ・バンキングが米国ではかなり一般的である
と言われるが 日本では中小企業といえども複数金融機関との取引が常態になっている13)。そ
のため，金融機関間の貸出競争が余計に激化しがちであると考えても過言ではない。
図表3-3は，中小企業貸出市場において競争環境が厳しいと考える金融機関が， どの業態を
＼論議されてきている。その真偽のほども，何らかの形で別途実証的に研究される必要があろう。
12) 2007年当初段階で，わが国トップの三菱東京UFJ銀行と米国のバンク・オブ・アメリカを比較すると，
資産規模 (1ドル120円レートでの換算ベース）は前者が後者の100倍弱あり，店舗数はそれぞれ854店対
6061店（後者が 7倍），従業員数は29901人対164318人（後者が約5.5倍）， したがって 1店舗当たり資産額
は三菱東京UFJとバンク・オブ・アメリカで，それぞれ1372百万ドル対197百万ドル， 1従業員当たり資産
額はそれぞれ39百万ドル対7.3百万ドルである。ちみなに， 日本の全国の地銀，第二地銀， 1言金の店舗当た
り資産額はそれぞれ， 250百万ドル， 153百万ドル， 130百万ドル，片や従業貝当たり資産額は15百万ドル，
10百万ドル， 9百万ドルとなっている。かくして，多くの米国の中堅ないし中小銀行は資産総額でも，店舗
および従業員当たり資産額でも， 日本の金融機関に比すると極めて小規模であり， きめ細かなリレーショ
ンシップ・バンキング向きの組織構造になっていると言えよう。
13) たとえば，小野 (2007)の指摘および中小企業金融公庫 (2007)等を参照。
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競争相手として強く認識しているかを示
している。当然に予想されることながら，
地銀•第二地銀• 信金・信組の間での競
争関係が最も強く意識されている。その
中で，地銀は地銀に対して，第二地銀や
信金も地銀に対して，信組は地域銀行お
よび信金に対して，つまり各業態がいわ
ば同位またはその上位と考えられる業態
図表3-3 中小企業融資分野の業態間競争関係
メガバンク 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 その他
地方銀行 25.8 58.1 6.5 6.5 3.2 
第二地方銀行 20.0 72.0 0.0 8.0 0.0 
信用金庫 14.4 71.2 7.9 5.6 0.9 
信用組合 9.6 46.8 17.0 25 5 11 
（出典）中小企業金融公庫「中小企業白書2007年版」。
（注） 1. 直近 1年間の中小企業向け貸出における競合状態が．「厳しい」・「や
や厳しい」とした相手先業態。
2. 「その他」は「信用組合」．「政府系金融機関」．「外資系金融機関」．「そ・
の他の金融機関」の合計。
に対して競争意識（それは脅威意識とつながっているのかもしれない）を持つ傾向が強い。メ
ガバンクに対する競争意識（あるいは脅威意識）はどの地域金融機関や中小金融機関にもかな
り見られる。ただし，地銀から信組へといわば下位業態ほどその意識も低下する。これは，借
り手との濃密な取引関係の存在が，メガバンクを脅威と感じさせない環境として作用している
ものと思われる。全体的には，メガバンクが中小企業貸出市場においてかなりの存在感を持っ
て受け止められていることはたしかであろう。
上位ないし大手の業態が下位ないし中小の業態の領域に参入することはある意味で容易でも
あろうがその逆は必ずしも真でないという意味で「市場攻略の非対称性」がある。この非対
称性は，実は「規制制度上の非対称性」を一部反映したものであることに留意する必要があろ
う。すなわち，中小企業金融機関に対しては市場領域の限定という規制が存在している 14)。「規
制制度上の非対称性」が大手金融機関に対して差別的なアドバンテージを与えている結果とし
て，中小企業金融機関が競争劣位の環境に置かれているとすれば，問題は少なくない。これま
での「資金不足時代」には，大手の業態は貸出先顧客のターゲットを大企業に絞ることが最適
戦略であったと言える。そのことを前提とした「規制制度上の非対称性」であり，その限りで
規制的制度の合理性は存在した。ところが，環境変化により，大手業態が中小企業分野にも参
入することが最適戦略のオプションとなり得る「資金余剰時代」には，下位業態にのみ「規制
制度上の非対称性」を強要することは必ずしも合理的でない。中小企業金融機関が望むならば
あるいは最適と考えるならば大手企業融資分野への参入が可能な対称的制度に転換する必要
があろう。その上で，金融取引に「規模の経済性」や「範囲の経済性」が働く結果，選択的行
動の帰結として，あるいは自然な棲み分けとして「市場戦略の非対称性」が生じることは避け
られないかもしれない。そのことが下位業態を淘汰したとしても，それは上位業態が中小企業
貸出市場のドミナント・プレイヤーになったことを意味するに過ぎず，中小企業貸出市場その
ものが縮小することを意味するものではない。しかし，国内外の景気変動に対応して，大手業
態が中小企業分野から大手企業分野へ，あるいはその逆方向にと，機敏にシフトするために中
14)特に，信金や信組等の協同組織金融機関に対しては，営業地区の限定という規制がある。また，顧客が
会員や組合員に基本的には限定されている。
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小企業への安定的な資金供給が阻害されるとの懸念があれば従来とは正反対の「規制制度上
の非対称性」を導入することが望ましいかもしれない。つまり，大手業態が中小企業分野に参
入することについて一定程度の制約を課するという規制の導入である。
実証的裏付けは欠くが，本稿段階での推論では次のような帰結が予想される。すなわち，「対
称的規制制度」のもとでも，中小企業融資についてはリレバン戦略に根拠を与えるであろう「専
門性ないし特化のメリット」や「規模の不経済性」という側面が，「規模の経済性」や「範囲
の経済性」という側面とバランス考慮され，その結果大手業態はいわばホールセール分野を，
中小業態はリーテール分野を中核とした戦略の選択に，つまり「市場選択的分業体制」あるい
は「自ずから成る市場の分かち合い（棲み分け）」の均衡状態に落ち着くであろうということ
である 15)0 
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